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第１１期大学分科会における部会等の設置について 

 

令 和 ４ 年 ５ 月 １ ７ 日    

中央教育審議会大学分科会決定   

 

 

 中央教育審議会令第６条第１項並びに中央教育審議会運営規則第３条第５項及び第４条

第１項の規定に基づき、専門的な調査審議を行う部会等を以下のとおり設置する。 

 各部会等は、調査審議が終了したときには廃止するものとする。 

 各部会等の審議状況は、適宜、分科会に報告するものとする。 

 

１．質保証システム部会 

（所掌事務） 

設置基準、設置認可審査、認証評価制度及び情報公表の在り方等を一体とした質保

証システムの見直しについて専門的な調査審議を行う。 

 

２．大学院部会 

（所掌事務） 

大学院制度と教育の在り方（研究との連携を含む）について専門的な調査審議を行

う。 

 

３．法科大学院等特別委員会 

（所掌事務） 

法科大学院教育の改善等について専門的な調査審議を行う。 

 

４．認証評価機関の認証に関する審査委員会 

（所掌事務） 

学校教育法第１１２条の規定に基づき、大学分科会が認証評価機関の認証に係る審

査等を行うのに先立ち、専門的な調査審議を行う。 

 

５．大学振興部会 

（所掌事務） 

今後の高等教育機関の機能・役割、教育の在り方、振興策について審議を行う。 

 

  

資料１ 
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第１１期大学分科会における主な検討事項 

 

大学分科会 

○ 「２０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」のフォローアップ 

○ 「教育と研究を両輪とする高等教育の在り方について（審議まとめ）」を踏まえた 

ニューノーマルにおける大学教育と教職員の在り方 

○ 魅力ある地方大学の在り方 

 

質保証システム部会 

○ 設置基準、設置認可審査、認証評価制度、情報公表の在り方等を一体とした質保証シ

ステムの見直し 

○ ニューノーマルにおける大学教育の質保証の在り方 

 

大学院部会 

○ 第１０期大学院部会の審議を踏まえた省令改正の検討 

○ ウィズコロナ、ポストコロナ社会も見据えた大学院における教育研究の在り方 

○ 博士課程修了者のキャリアパスの拡大 

 

法科大学院等特別委員会 

○ 「法学未修者教育の充実について 第１０期の議論のまとめ」を踏まえた法学未修

者教育の充実に係る更なる検討 

○ 法学部と法科大学院が連携して行う新たな５年一貫教育制度の着実な実施に向けた 

検討 

 

認証評価機関の認証に関する審査委員会 

○ 申請のあった評価機関の認証に係る調査審議 

 

大学振興部会 

○ 総合知の創出・活用を目指した文理横断・文理融合教育、ダブルメジャー、メジャ

ー・マイナー等による学修の幅を広げる教育の推進、初等中等教育における学びの

変化や文理分断の改善に対応した大学の在り方 

〇 各大学において、密度の濃い主体的な学修を可能とする学修者本位の教育の実現、

ディプロマ・ポリシーに定める卒業生の資質・能力を保証する「出口の質保証」が徹

底され、社会との「信頼と支援の好循環」を形成する仕組みづくり 

〇 大学の「強み」と「特色」を生かした連携・統合、再編等による地域における学修 

者のアクセス機会の確保や学生保護の仕組みの整備、高等教育の規模の在り方 等 
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中央教育審議会関係法令 

 

○国家行政組織法（昭和２３年７月１０日法律第１２０号）（抄） 
 
 （審議会等） 
第八条 第三条の国の行政機関には、法律の定める所掌事務の範囲内で、法律又は政令の定めると

ころにより、重要事項に関する調査審議、不服審査その他学識経験を有する者等の合議により処

理することが適当な事務をつかさどらせるための合議制の機関を置くことができる。 
 
 
○文部科学省組織令（平成１２年６月７日政令第２５１号）（抄） 
 （設置） 
第七十五条 法律の規定により置かれる審議会等のほか、本省に、次の審議会等を置く。 
  中央教育審議会 
  教科用図書検定調査審議会 
  大学設置・学校法人審議会 
  国立研究開発法人審議会 
 （中央教育審議会） 
第七十六条 中央教育審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 
 一 文部科学大臣の諮問に応じて教育の振興及び生涯学習の推進を中核とした豊かな人間性を

備えた創造的な人材の育成に関する重要事項（第三号に規定するものを除く。）を調査審議す

ること。 
 二 前号に規定する重要事項に関し、文部科学大臣に意見を述べること。 
 三 文部科学大臣の諮問に応じて生涯学習に係る機会の整備に関する重要事項を調査審議する

こと。 
 四 前号に規定する重要事項に関し、文部科学大臣又は関係行政機関の長に意見を述べること。 
 五 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律（平成二年法律第七十一号）、

理科教育振興法（昭和二十八年法律第百八十六号）第九条第一項、産業教育振興法（昭和二十

六年法律第二百二十八号）、教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）、学校教育法及

び社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）、の規定に基づきその権限に属させられた事項

を処理すること。 
 六 理科教育振興法施行令（昭和二十九年政令第三百十一号）第二条第二項、産業教育振興法施

行令（昭和二十七年政令第四百五号）第二条第三項及び学校教育法施行令（昭和二十八年政令

第三百四十号）第二十三条の二第三項の規定によりその権限に属させられた事項を処理するこ

と。 
２ 前項に定めるもののほか、中央教育審議会に関し必要な事項については、中央教育審議会令（平

成十二年政令第二百八十号）の定めるところによる。 
 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十

三年一月六日）から施行する。 
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○中央教育審議会令（平成１２年６月７日政令第２８０号） 
 内閣は、国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の規定に基づき、この政令を制

定する。 
 （組織） 
第一条 中央教育審議会（以下「審議会」という。）は、委員三十人以内で組織する。 
２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことができる。 
３ 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。 
 （委員等の任命） 
第二条 委員は、学識経験のある者のうちから、文部科学大臣が任命する。 
２ 臨時委員は、当該特別の事項に関し学識経験のある者のうちから、文部科学大臣が任命する。 
３ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、文部科学大臣が任命する。 
 （委員の任期等） 
第三条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
２ 委員は、再任されることができる。 
３ 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任さ

れるものとする。 
４ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任される

ものとする。 
５ 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。 
 （会長） 
第四条 審議会に、会長を置き、委員の互選により選任する。 
２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 
 （分科会） 
第五条 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、審議会の

所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 
 

名  称 所 掌 事 務 
教育制度分科会 一 豊かな人間性を備えた創造的な人材の育成のための 

教育改革に関する重要事項を調査審議すること。 
二 地方教育行政に関する制度に関する重要事項を調査

審議すること。 
生涯学習分科会 一 生涯学習に係る機会の整備に関する重要事項を調査

審議すること。 
二 社会教育の振興に関する重要事項を調査審議するこ

と。 
三 視聴覚教育に関する重要事項を調査審議すること。 
四 青少年の健全な育成に関する重要事項を調査審議す

ること。 
五 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に
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関する法律（平成二年法律第七十一号）の規定に基づき

審議会の権限に属させられた事項及び社会教育法（昭

和二十四年法律第二百七号）の規定に基づき審議会の

権限に属させられた事項を処理すること。 
初等中等教育分科会 一 初等中等教育（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学

校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校及び幼保連

携型認定こども園における教育をいう。次号において

同じ。）の振興に関する重要事項を調査審議すること

（生涯学習分科会の所掌に属するものを除く。）。 
二 初等中等教育の基準に関する重要事項を調査審議す

ること。 
三 学校保健（学校における保健教育及び保健管理をい

う。）、学校安全（学校における安全教育及び安全管理を

いう。）及び学校給食に関する重要事項を調査審議する

こと。 
四 教育職員の養成並びに資質の保持及び向上に関する

重要事項を調査審議すること。 
五 理科教育振興法（昭和二十八年法律第百八十六号）第

九条第一項、産業教育振興法（昭和二十六年法律第二百

二十八号）及び教育職員免許法（昭和二十四年法律第百

四十七号）の規定に基づき審議会の権限に属させられ

た事項を処理すること。 
六 理科教育振興法施行令（昭和二十九年政令第三百十

一号）第二条第二項及び産業教育振興法施行令（昭和二

十七年政令第四百五号）第二条第三項の規定により審

議会の権限に属させられた事項を処理すること。 
大学分科会 一 大学及び高等専門学校における教育の振興に関する

重要事項を調査審議すること。 
二 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定に

基づき審議会の権限に属させられた事項を処理するこ

と。 
三 学校教育法施行令（昭和二十八年政令第三百四十号）

第二十三条の二第三項の規定により審議会の権限に属

させられた事項を処理すること。 
 
２ 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、文部科学大臣が指

名する。 
３ 分科会に、分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選により選任する。 
４ 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。 
５ 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員のうちから分科会長があらかじめ指名
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する者が、その職務を代理する。 
６ 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 
 （部会） 
第六条 審議会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 
２ 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長（分科会に置かれる部会にあっては、分

科会長）が指名する。 
３ 部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。 
４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 
５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者

が、その職務を代理する。 
６ 審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ。）は、その定め

るところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 
 （幹事） 
第七条 審議会に、幹事を置く。 
２ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、文部科学大臣が任命する。 
３ 幹事は、審議会の所掌事務のうち、第五条第一項の表生涯学習分科会の項下欄の第一号に掲げ

る重要事項及び第五号に掲げる事項（生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する

法律の規定に基づき審議会の権限に属させられた事項に限る。）について、委員を補佐する。 
４ 幹事は、非常勤とする。 
 （議事） 
第八条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、

議決することができない。 
２ 審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半数で決し、

可否同数のときは、会長の決するところによる。 
３ 前二項の規定は、分科会及び部会の議事について準用する。 
 （資料の提出等の要求） 
第九条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長に

対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 
 （庶務） 
第十条 審議会の庶務は、文部科学省総合教育政策局政策課において総括し、及び処理する。ただ

し、生涯学習分科会に係るものについては文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課において、

初等中等教育分科会に係るものについては文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課にお

いて、大学分科会に係るものについては文部科学省高等教育局高等教育企画課において処理する。 
 （雑則） 
第十一条 この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し必要な事項は、会

長が審議会に諮って定める。 
   附 則 
 この政令は、平成十三年一月六日から施行する。 
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中央教育審議会運営規則 

 

 中央教育審議会令（平成十二年政令第二百八十号）第十一条の規定に基づき、中央教育

審議会運営規則を次のように定める。 

 

 （趣旨） 

第一条 中央教育審議会（以下「審議会」という。）の議事の手続その他審議会の運営に関

し必要な事項は、中央教育審議会令（以下「令」という。）に定めるもののほか、この規

則の定めるところによる。 

 

 （会議の招集） 

第二条 審議会の会議は、必要に応じ、会長が招集する。 

 

 （分科会） 

第三条 分科会の会議は、必要に応じ、分科会長が招集する。 

２ 令第五条第六項の規定に基づき、次の表の上欄に掲げる分科会の所掌事務のうち、そ

れぞれ同表の下欄に掲げる事項については、当該分科会の議決をもって審議会の議決と

する。ただし、審議会が必要と認めるときは、この限りでない。 

分 科 会 事  項 

生涯学習分科会 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する

法律（平成二年法律第七十一号）の規定に基づき審議会の権

限に属させられた事項及び社会教育法（昭和二十四年法律第

二百七号）の規定に基づき審議会の権限に属させられた事項 

初等中等教育分科会 一 理科教育振興法（昭和二十八年法律第百八十六号）第九

条第一項、産業教育振興法（昭和二十六年法律第二百二十八

号）及び教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）

の規定に基づき審議会の権限に属させられた事項 

二 理科教育振興法施行令（昭和二十九年政令第三百十一

号）第二条第二項及び産業教育振興法施行令（昭和二十七

年政令第四百五号）第二条第三項の規定により審議会の権

限に属させられた事項 

大学分科会 一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定に基

づき審議会の権限に属させられた事項 

二 学校教育法施行令（昭和二十八年政令第三百四十号）第

二十三条の二第三項の規定により審議会の権限に属させ

られた事項 

 

令 和 三 年 三 月 十 二 日 
中 央 教 育 審 議 会 決 定 
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３ 前項の表の下欄に掲げるもののほか、同項の表の上欄に掲げる分科会の所掌事務のう

ち、それぞれ審議会があらかじめ定める事項については、当該分科会の議決をもって審

議会の議決とする。 

４ 前二項に規定する事項について分科会が議決したときは、分科会長は、速やかに、会

長にその議決の内容を報告しなければならない。 

５ 前各項に定めるもののほか、分科会の議事の手続その他分科会の運営に関し必要な事

項は、分科会長が分科会に諮って定める。 

 

 （部会） 

第四条 部会の名称及び所掌事務は、会長（分科会に置かれる部会にあっては、分科会長。

以下この条において同じ。）が審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下

この条において同じ。）に諮って定める。 

２ 部会の会議は、必要に応じ、部会長が招集する。 

３ 令第六条第六項の規定に基づき、審議会があらかじめ定める事項については、部会の

議決をもって審議会の議決とする。 

４ 前項に規定する事項について部会が議決したときは、部会長は、速やかに、会長にそ

の議決の内容を報告しなければならない。 

５ 前各項に定めるもののほか、部会の議事の手続その他部会の運営に関し必要な事項は、

部会長が部会に諮って定める。 

 

 （会議の公開） 

第五条 審議会の会議は、公開して行う。ただし、特別の事情により審議会が必要と認め

るときは、この限りでない。 

２ 審議会の会議の公開の手続その他審議会の会議の公開に関し必要な事項は、別に会長

が審議会に諮って定める。 

 

 （審議参加の制限） 

第六条 第三条第二項の表の下欄に掲げる事項に関する事案について審議を行う場合、当

該事案に利害関係を有する委員、臨時委員及び専門委員は、当該審議には加わることが

できない。 

 

 （雑則） 

第七条 この規則に定めるもののほか、審議会の議事の手続その他審議会の運営に関し必

要な事項は、会長が審議会に諮って定める。 

 

   附 則 

 この規則は、審議会の決定の日（令和三年三月十二日）から施行する。 
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中央教育審議会の会議の公開に関する規則 

 

 中央教育審議会令（平成十二年政令第二百八十号）（以下「令」という。）第十一条の規

定に基づき、中央教育審議会の会議の公開に関する規則を次のように定める。 

 

 （会議の公開） 

第一条 中央教育審議会の会議は、次に掲げる場合を除き、公開して行う。 

一 会長の選任その他人事に関する事項を議決する場合 

二 前号に掲げる場合のほか、会長が、公開することにより公平かつ中立な審議に著し

い支障を及ぼすおそれがあると認める場合その他正当な理由があると認める場合 

 

 （会議の傍聴） 

第二条 中央教育審議会の会議を傍聴しようとする者は、あらかじめ、文部科学省総合教

育政策局政策課（この条において「事務局」という。）の定める手続きにより登録を受け

なければならない。ただし、中央教育審議会の会議を傍聴することができる者は、次に

掲げるものとし、その人数は、原則として当該各号に掲げる人数とする。 

一 放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関に所属する者 一社につき一人 

二 前号に掲げる者以外の者 原則として受付けの順序に従って事務局が許可する人数 

２ 前項の登録を受けた者（以下この条において「登録傍聴人」という。）は、会長の許可

を受けて、会議を撮影し、録画し、又は録音することができる。 

３ 登録傍聴人は、前項の許可を受けようとするときは、事務局の定める手続により申請

するとともに、会議を撮影し、録画し、又は録音するに当たっては、事務局の指示に従

わなければならない。 

４ 登録傍聴人は、会議の進行を妨げる行為又は他の登録傍聴人の傍聴を妨げる行為をし

てはならない。 

５ 会長は、登録傍聴人が、第二項の規定による許可を受けず、若しくは第三項の規定に

よる事務局の指示に従わずに会議を撮影し、録画し、若しくは録音したとき、又は前項

に規定する行為をしたときは、退場を命ずる等適当な措置をとることができる。 

 

 （会議資料の公開） 

第三条 会長は、中央教育審議会の会議において配付した資料を公開しなければならない。

ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立な審議に著しい支障を及ぼすおそれ

があると認めるときその他正当な理由があると認めるときは、会議資料の全部又は一部

を非公開とすることができる。 

 

 

 

令 和 三 年 三 月 十 二 日 
中 央 教 育 審 議 会 決 定 
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 （議事録の公開） 

第四条 会長は、中央教育審議会の会議の議事録を作成し、これを公開しなければならな

い。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立な審議に著しい支障を及ぼすお

それがあると認めるときその他正当な理由があると認めるときは、議事録の全部又は一

部を非公開とすることができる。 

２ 前項の規定により議事録の全部又は一部を非公開とする場合には、会長は非公開とし

た部分について議事要旨を作成し、これを公開するものとする。 

 

   附 則 

 この規則は、中央教育審議会の決定の日（令和三年三月十二日）から施行する。 
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中央教育審議会の会議の運営について 

 

 中央教育審議会は、会議の運営に関し、次のように申し合わせる。 

 

第１ 文部科学大臣は、中央教育審議会運営規則（令和３年３月１２日中央教育審議会決

定）第３条第２項の表の下欄に掲げる事項については、中央教育審議会（以下「審議会」

という。）の会議を経ないで諮問することができる。 

 

第２ 文部科学大臣は、前項の方法により諮問するときは、あらかじめ、会長にその諮問

の内容を報告するものとする。 

 

第３ 文部科学大臣は、第１の方法により諮問したときは、速やかに、審議会にその諮問

の内容を報告するものとする。 

 

   附 則 

 この申し合わせは、審議会の決定の日（令和３年３月１２日）から適用する。 

 

令 和 ３ 年 ３ 月 １ ２ 日 
中央教育審議会申し合わせ 


